
１ 水道ビジ ンの目的１．水道ビジョンの目的
「今後の水道の質的向上のための方策について」（平成２年１１月）今後の水道の質的向上のための方策に いて」（平成２年１１月）

「２１世紀に向けた水道整備の長期目標（ふれっしゅ水道）」（平成３年６月）

「２１世紀における水道及び水道行政のあり方」

（水道基本問題検討会、平成１１年７月）

平成１３年水道法一部改正
我が国の水道を

取り巻く環境の変化

水道事業の抱える

課題の深刻化取り巻く環境の変化 課題の深刻化

現状及び将来の見通しの分析・評価

今後の水道の在るべき姿

関係者の共通目標の設定

今後の政策課題の明確化

今後の水道の在るべき姿

今後の政策課題の明確化

具体的な施策、方策等の明示



３ 目指すべき方向性３．目指すべき方向性
－水道関係者の共通目標－

世界のトップランナーを目指して
チャレンジし続ける水道チャレンジし続ける水道

自らが高い目標を掲げて、常に進歩発展
将来にわたって需要者の満足度が高くあり続け将来にわたって需要者の満足度が高くあり続け、

需要者が喜んで支える水道

あらゆる分野で世界のトップレベルの水道
＜安心＞＜安定＞

＜持続＞
＜環境＞＜国際＞＜環境＞＜国際＞



４．長期的な政策目標

安心
すべての国民が
安心しておいしく

道

安定
いつでもどこでも
安定的に生活用

水を確保飲める水道水の
供給

水を確保

持続地域特性にあった
運営基盤の強化

需要者ニーズを
踏まえた給水
サ ビスの充実水道文化・技術の継承と発展 サービスの充実

国際
我が 経験 海外移転

環境
環境保全 貢献 我が国の経験の海外移転

による国際貢献
環境保全への貢献



５．政策目標達成のための総合的な水道施策の推進

長期的な政策目標

安心 安定

持続
国際環境 国際環境

１）

水道の運営基
盤の強化

２）

安心・快適な給
水の確保

３）

災害対策等の
充実

４）

環境・エネル
ギ 対策の強

５）

国際協力等を
通じた水道分盤の強化 水の確保 充実 ギー対策の強

化
通じた水道分
野の国際貢献

策課題解決型の施策群



１）水道の運営基盤の強化１）水道の運営基盤の強化
状況 施策課題 主要施策

・人口の減少
・新たな概念の広域化の

・新たな概念による広
域化の推進及び集中

・水道施設整備への
投資額の減少

新たな概念の広域化の
推進

・新たな社会情勢に対応

域化の推進及び集中
と分散を最適に組み合
わせた水供給システム

の構築

・施設の老朽化・

更新需要

した最適な事業形態の
選択 ・最適な運営形態の選

択及び我が国の水道
更新需要

・経営基盤が脆弱

・中長期的財政収支に基
づく計画的な施設の整

備・更新

にふさわしい多様な連
携の構築

ト縮減を行

・技術基盤の危機 ・公平で適正な費用負担
による給水の確保

・コスト縮減を行いつつ
適切な費用負担による
計画的な施設の整備・

更新更新



２） 安心・快適な給水の確保
－水質管理対策の強化－

状況
施策課題 主要施策

・水道水源の水質の悪化

と水源から給水栓まで

の水質管理の必要性 未規制施設対策の推進
・原水から給水までの
統合的アプロ チによの水質管理の必要性

・貯水槽水道及び

給水管 給水用具

・未規制施設対策の推進
及び給水安全度の向上

統合的アプローチによ
る水道水質管理水準

の向上

給水管・給水用具

における水質の問題 ・水質管理の徹底、連携
の強化及び情報公開の

推進

・未規制施設等小規模
な施設の水質管理対

策の充実
・未普及地域の存在と

未規制水道における

衛生管理の不徹底

推進

・効率的な技術の導入に

策の充実

・給水管・給水用具の
信頼性の向上

・汚染リスクに係るリスク

コミュニケーションの

効率的な技術の導入に
より、サービス水準の

向上を実現

信頼性の向上

・より高度な水質管理
技術の導入の促進コミュニケ ションの

必要性

技術 導入 促



３） 災害対策等の充実３） 災害対策等の充実
状況 施策課題 主要施策

・水道なしでは成り
立たない生活様式

・災害対策の充実と ・地震対策の充実、
立たない生活様式、

社会経済活動

災害対策 充実

基幹施設を中心とした水
道施設の耐震化の推進

震 充実、
確実な対応

・地域特性を踏まえ
・施設の耐震化、応
急給水拠点整備の

不足

・地域の特性を踏まえた
渇水対策の推進

地域特性を踏まえ
た渇水対策の推進

・相互連携 広域化

・渇水が頻発する水
系からの取水

・相互連携、広域化による
面的な安全性確保 投資

・相互連携、広域化
による面的な安全性

の確保
系からの取水

・テロ対策の充実

面的な安全性確保、投資
の最適化に向けた関係機

関との連携
・災害発生時の事後

対策の充実テ 対策の充実



４） 環境・エネルギー対策の強化４） 環境 エネルギ 対策の強化
状況 施策課題 主要施策

・水道運営への経済
性と環境保全の

・温暖化対策、廃棄
物減量化の推進の

必要性

・資源消費の節約、廃棄
物減量化等の環境負荷
の低減 水の持つエネル

性と環境保全の
Win-Winアプローチ
の導入

必要性

・水道事業はエネル
ギ 消費産業

の低減、水の持つエネル
ギーの有効利用等による

環境保全への貢献
・水利用を通じた環
境保全への積極的

ギー消費産業

・健全な水循環の ・水利用システムの水循

な貢献

・健全な水循環系の
阻害

水利用システムの水循
環系の中での再構築

健全な水循環系の
構築に向けた連携
強化・水道施設の再
構築構築



５） 国際協力等を通じた水道分野の国際貢献５） 国際協力等を通じた水道分野の国際貢献

状況 施策課題 主要施策

・途上国における
衛生的な水供給の

深刻な不足
・我が国の経験を生かし
た諸外国 技術水準向深刻な不足

・水分野での最大
のＯＤＡ供与国

た諸外国の技術水準向
上への貢献 ・水道分野の国際

貢献の推進

・我が国の経験を
活かした国際協力
のための中心的な

・さらなる国際展開のた
めの国内体制の整備 ・国際調和の推進等

我が国水道の
のための中心的な
人材組織の拡充等

の必要性

水道における国

・国際化の推進及び
国際競争力の強化

我が国水道の
国際化

・水道における国
際化の動き

国際競争力の強化



６ 各種方策の連携による６．各種方策の連携による
目標の早期達成目標の早期達成

評価軸 連携軸

施策
水道事業の質的な向上
を促進するための措置

関係機関・関係者との連携
強化による水道の質の向
上と合理的な経営の推進施策

制度面、予算面、組織面の各種方策

規制軸
水道法等による基準等の
設定や規制の見直し

計画軸
水道の改革の計画的推進設定や規制の見直し

政策誘導軸

水道の改革の計画的推進

政策目的達成のため
の誘導施策の充実



ア 水道の運営基盤の強化に係る方策ア．水道の運営基盤の強化に係る方策

各種方策

・ソフト統合等を含めた新たな概
念の広域化の推進

評価軸

連携軸

各種方策

・新たな広域化の
進捗度、効果

施策指標 施策目標

念の広域化の推進

・水道法適用外の水道と水道事
業者等との管理面での積極的
連携

・多様な連携の活
用

維持管理レベル

・新広域化人口率１０
０％

・給水カバー率１００％
・集中と分散の最適配置による
高効率・低コスト・低環境負荷型
水道への再構築

・関係者の長所・専門的知見等
を活用した多様な連携による事

・維持管理レベル
の向上

・計画的な施設更
新

・第三者委託の推進

・水道事業に携わる技術
者の確保を活用した多様な連携による事

業運営形態の最適化の実現

・近年の事業環境の変化に対応
した適切な料金設定

新

・経営の健全化

・適正な費用負担

者の確保

・老朽化施設の割合ゼロ

・中長期的な財政収支を踏まえ
た適切な水道経営計画に基づく
計画的な施設更新の推進

規制軸
計画軸

… …

政策誘導軸

計画軸



新たな水道広域化計画の推進
目標

新たな水道広域化計画の推進

現行広域的水道整備計画• 給水サービス水準
の向上

運営基盤強化

水道広域化計画

• 運営基盤強化

• 水平統合（近隣事業体）

• 垂直統合（用供＋末端）

• 経営一体化

• 技術的管理業務一体化

都道府県 広域化の検討 国 モデル事業 ガイドライ

支援・誘導 支援・誘導

都道府県：広域化の検討、
広域化計画策定

国：モデル事業、ガイドライ
ン策定、財政的支援等



多様な連携の活用による運営形態の最適化

持続的に清浄・豊富・低廉な水供給確保
顧客満足度の高い水道

多様な連携の活用による運営形態の最適化

顧客満足度の高い水道

第三者機関
公正な立場からの
パフォーマンス評価

多様な選択肢から事業形態を最適化／
意思決定プロセス・パフォーマンス情報の公開

等

水道事業者

意思決定プロセス・パフォ マンス情報の公開

水道事業者水道事業者 制度整備、
ツ ルの提

・大規模事業を中心とする運営管理の共同化
・共同での施設管理 等

専門的な知

民間事業者等 行政(国､地方公共団体)

水道事業者水道事業者
ツールの提
供等業務委託

見、ノウハウ
の提供等

民間事業者等
・受託のための技術力等向上
・多様な事業形態提案
・効率的管理技術開発 等

行政(国､地方公共団体)
・モデル事業、手引き類整備等によ
る実施促進
・実施事業者の監督・効率的管理技術開発 等
・管理技術等の開発支援 等

パートナーシップ



持続可能な水道を目指した運営・管理強化持続可能な水道を目指した運営 管理強化

情報提供

指導監督

企画・立案段階
施設診断
経営診断

情報提供
ニーズの把握

長期的な視点
サービス向上自己診断

自己評価
公平な負担適正な料金水準

続

計画的な更新・改良

持続可能な水道施設の実現
計画段階実施段階

事後チェック

コスト縮減技術的支援

事前チェック

適正技術採用財政的支援
技術開発



イ 安心・快適な給水の確保に係る方策イ．安心・快適な給水の確保に係る方策

各種方策

・水源から給水栓まで一貫した
管理の徹底

評価軸

連携軸

各種方策

・水道水質管理水準

施策指標

・異臭味被害率ゼロ

施策目標

管理の徹底

・水道水源流域等の関係者の連
携の強化

・需要者等に対しての水質管理

水道水質管 水準

・安心、快適な水質の
確保

・小規模施設把握率

・水質事故発生率ゼロ

・原水良好度の向上

に関する情報公開の推進

・飲用井戸、貯水槽水道等の小
規模の水道施設等に係る水質
管理の仕組みの充実化

・十分な水質管理の
カバー率

・小規模施設の管理
水準

・未規制小規模施設把
握率100％

・水質管理率100％
・高度浄水処理技術等の浄水処
理及び水質管理に関する効率
的な技術の導入促進

・適正な構造、材質、施工及び

水準

・給水管・給水用具の
信頼性指標

・新技術の普及度

・給水管・給水用具事
故数ゼロ

・鉛製給水管総延長ゼ
維持管理の徹底による給水管・
給水用具の信頼性の向上

規制軸
計画軸

… …
・鉛製給水管総延長ゼ
ロ

政策誘導軸

計画軸



統合的アプローチによる水道水質の向上

水道水源流域等の

原水から給水に至るまでの
水質管理の徹底 水質管理に関する

化
関係者の連携の強

化

需要者等
流域協議会等

情報公開の推進

水道事業者等

統合的な水安全に 需要者等

流域関係者

ツールの整備・活用

貯水槽水道、給水用
具等の対策

良好な水源の確保

統合的な水安全に
係る計画の策定

検査機関

メーカー等

連携・役割分担

ツールの整備・活用

水質目標及び水質管理
水準の設定・評価

新技術の導入

検査機関

都道府県等 国 研究機関

水道水の安全、安心、
さ 快適性を実

発生源対策の進展
水源水質の向上

水道の信頼性向上

さらには快適性を実現
施設や管理の高度化



水質管理率１００％プログラム（小規模施設の管理充実）

～だれでも・どこでも・いつでも 安全安心な水質を保証する体制の実現～

水質管理率１００％プログラム（小規模施設の管理充実）

利用者
・水質管理状況の確認

民間企業等（管理支援）
・サービス水準の向上・低廉化

・サービス内容の多様化

水道事業者等（指導・支援）
・未普及地域の解消、管理統合

・貯水槽水道の助言・指導

事業者、施設の設置者等（供給者）
・規制対象の拡大

・管理の仕組みの充実

検査機関（管理検査）
・公正・適正な検査

・サービス多様化の試み

都道府県等（監督）
・水道整備基本構想の策定

・監督体制の充実

国
・規制体系の見直し、管理の支援の充実

・未普及人口約360万人（平成17年度末時点）

水道普及率水道普及率 ・飲用井戸、貯水槽水道の水質管理の問題

水質管理の限界（制度、技術的基盤、財政的基盤等）
97.397.3％％

←
・さらには中小規模水道の水質管理の問題

（平成18年度末時点）



ウ 災害対策等の充実に係る方策ウ．災害対策等の充実に係る方策

各種方策
評価軸

連携軸

各種方策 施策指標

・基幹施設の耐震化率

施策目標

・改善の指示を可能とする水道
施設機能評価システムの構築

・関係機関 国民と連携した圏

・施設の耐震化

・断減水被害の最
小化

基幹施設の耐震化率
100%

・基幹管路の耐震化率
100%

関係機関、国民と連携した圏
域内給水安定性の向上

・防災担当部局と共同、連携し
た施設の重点的、戦略的な整備

補助事業の拡充等による財政

小化

・渇水に対する給
水安定度

・すべての事業で応急給
水目標量確保

・すべての事業で応急復・補助事業の拡充等による財政
支援措置

・応急給水、応急
復旧体制の充実

… …

すべての事業で応急復
旧体制を整備

※特に東海地域、東南海・
南海地域はできるだけ早
期に達成

規制軸
計画軸

期に達成

政策誘導軸

計画軸



相互連携・広域化による面的な総合災害対策

相互連携・広域化
面的安全度の確保

防災部局等との連携による
総合施策効果の発現

ハード面ソフト面

事

水
道会被害の未然防止適切な応急措置

広域的な連携 確立

耐
震

（
基

管
路

バ
ッ

（
連

貯
水

応
急

応
急

事業体

の役割
地
域

と
の

道
事
業
者
連

会
（仮
称
）の

被害の未然防止

バックアップ機能の強化

適切な応急措置

迅速な応急復旧

広域的な連携の確立
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国の役割
•財政的支援（補助事業の拡充）

状況の把握、評価、指導、改善指示

国の役割
•技術的支援（コンサルティング機関の設置）



エ．環境・エネルギー対策の強化に係る方策．環境 ネルギ 対策の強化に係る方策

各種方策
評価軸

連携軸

各種方策 施策指標

・浄水汚泥の有効利用

施策目標

・資源の循環的利用の促進

・省エネルギー対策などの推進
による温暖化対策、資源節約へ
の貢献

・資源の循環的利用

促進の進捗度

・省エネルギー対策

浄水汚泥の有効利用
率100％

・単位水量当たり電力使
用量10％削減

・小水力や太陽光発電など再生
可能エネルギー利用の積極的
推進

・健全な水循環を確保するため、

省 策
の進捗度

・再生可能エネル
ギー利用の進捗度

・再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ利用
事業体の割合100％

健全な水循環を確保するため、
流域内関係機関や住民との積
極的連携

・水循環系における水利用シス
テムの再構築

・健全な水循環系へ
の取り組み

・水資源の有効利用

・有効率の目標
大規模事業98％以上
中小規模事業95％以上

規制軸
計画軸

政策誘導軸

計画軸



経済性と環境保全 プ

環境・エネルギー対策の強化

流域内関係機関

流域市民

関連機関 民間企業

経済性と環境保全のWin-Winアプローチ

下水道

工業用水

流域市民

再生可能エネ
ルギーの利用

廃棄物の再資
電力使用量
の削減

農業用水
自然の水循環機
能の維持向上

排 取水施設

○水循環系における水利
用システムの再構築

用途間
転用

○水の持つ位置エネ
ルギー、熱エネルギー

等の有効利用

○社会システム全体

○環境負荷の低減を図る
ため、資源の循環的利用の
促進

廃棄物の再資
源化、減量化

の削減 排・取水施設
の配置最適化

○最適な取水・浄水計画へ
の見直し作成等によってト
ータルで見た環境負荷低

減への貢献

有効率の
向上

○社会システム全体
での環境負荷低減

促進

○温暖化対策、資源節約
に資するため省エネルギー
対策等の推進

水利用を通じた
環境保全への積極的な貢献

健全な水循環系の構築に向けた
水道施設の再構築

水道運営への経済性と環境保全の
Win-Winアプローチの導入

支援

誘導

環境保全に関わる計画の策定
・温室効果ガス排出削減計画
・資源循環利用計画
・エネルギー使用合理化計画
・健全な水循環に係る施設整備計画

・モデル事業実施
・ガイドライン策定
・財政的支援 など

水道事業者の役割

・健全な水循環に係る施設整備計画

国の役割



オ．国際協力等を通じた水道分野の国際貢献に係る方策

各種方策
評価軸

連携軸

各種方策 施策指標 施策目標

・ミレニアム開発目標達成に向
けた途上国における水道事業の
運営基盤の確立支援

・国際協力に貢献可能な人材を

・水道分野の国際
協力実績の向上

・国際協力に関す

・水道分野の研修生受
入れ数 10年間で約
600人

継続的かつ安定的に確保

・諸外国や国際機関との連携に
よる国際調和

・水道事業者や水道関連企業の

る国内基盤整備
の充実

・国際化への取り
組

・派遣専門家（長期＋
短期）数 10年間で約
400人

水道事業者や水道関連企業の
国際競争力の獲得 組み

・諸外国・機関の
技術、評価の導入

・すべての事業で指標
を用いた業務改善を実
施

規制軸
計画軸

政策誘導軸

計画軸



国際化・国際貢献推進方策

・ミレニアム開発目標等国際目標の達成に向けた協力強化

・我が国水道界（産官学連携）の国際展開

・援助内容の総合化・効率化

研修員派遣

開発途上国等

受入態勢の整備

国内

要請 発掘・検討

WHO, IWA等
国際機関

国内水道界の国際化・国際協力基盤の増強

専門家派遣 研修員受入
人材バンク等

・
諸外国

・国際協力の総合化に向けた情報交換の場の設置
・連携による融合、総合援助手法の検討
・国際展開のための産官学連携の促進

・基準、評価手法、先進技術の導入

・国際会議等における政策提言、情
報発信

・国際協力人材バンク（仮称）の設置

・水道分野の国際協力戦略検討会
（仮称）の設置

国内ドナー機関、下水道等水セクター関連分野



７．関係者の参加による目標の達成

積極的情報提供
国民

積極的参加

水道事業者

ビル等の設置者、
施設の管理者

水道事業者

水道関連の資機材等製造業者 水道分野の技術者や研究者

連携 連携

•水道関連の資機材等製造業者
•施工業者 ・維持管理業者

•コンサルタント等の民間事業者

•水道分野の技術者や研究者
•市民団体やＮＰＯ等

•水道以外の分野の関係者

行政（国 都道府県 市町村）

必要な規制や監督、助言等
連携による質的向上策を積極的に推進

•行政（国、都道府県、市町村）




